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１．平成19年３月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 4,507 ( △3.1) 323 (  17.9) 327 (  18.0)

17年９月中間期 4,649 (   4.4) 274 (  81.8) 277 (  72.1)

18年３月期 10,327 623 631

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 184 ( 136.8) 7 09

17年９月中間期 78 (  13.3) 2 99

18年３月期 279 10 18

（注）①期中平均株式数 18年９月中間期 26,045,692株 17年９月中間期 26,046,090株 18年３月期 26,046,090株

②会計処理の方法の変更 　　無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 8,306 4,120 49.6 158 20

17年９月中間期 6,474 3,843 59.4 147 56

18年３月期 6,902 4,055 58.7 155 16

（注）①期末発行済株式数 18年９月中間期 26,045,190株 17年９月中間期 26,046,090株 18年３月期 26,046,090株

②期末自己株式数 18年９月中間期 6,642株 17年９月中間期 5,742株 18年３月期 5,742株

２．平成19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）  

 売上高 経常利益 当期純利益

  百万円 百万円 百万円

通　期 11,300 650 364 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　13円98銭

３．配当状況

・現金配当 １株当たり配当金（円）

中間期末 期末 年間

18年３月期 － 4.0 4.0

19年３月期（実績） － －
4.0

19年３月期（予想） － 4.0

※　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料

発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能

性があります。
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６．個別中間財務諸表等
(1）中間貸借対照表

前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ　流動資産

１．現金及び預金 2,419,860 1,852,633 2,664,588

２．売掛金 1,157,850 1,300,653 1,287,939

３．たな卸資産 989,227 2,229,860 1,001,811

４．未収入金 78,971 73,650 73,616

５．繰延税金資産 208,611 251,559 273,856

６．その他 ※１ 49,565 100,499 41,526

貸倒引当金 △650 △11,500 △11,000

流動資産合計 4,903,436 75.7 5,797,356 69.8 5,332,339 77.3

Ⅱ　固定資産

１．有形固定資産 ※２

(1）工具器具及び備
品

79,850 84,655 79,078

(2）土地 25,729 25,729 25,729

(3）その他 29,461 29,358 27,913

(有形固定資産合計) 135,041 2.1 139,742 1.7 132,721 1.9

２．無形固定資産

(1）ソフトウェア 116,774 57,693 102,146

(2）ソフトウェア仮
勘定

14,928 3,914 3,526

(3）その他 9,348 9,348 9,348

(無形固定資産合計) 141,050 2.2 70,956 0.8 115,020 1.7

３．投資その他の資産 ※２

(1）投資有価証券 181,206 199,845 202,300

(2）保証金 350,080 350,990 350,284

(3）会員権 85,100 44,700 85,100

(4）賃貸不動産 ※２ 11,566 11,199 11,378

(5）長期性預金 － 1,000,000 －

(6）繰延税金資産 715,013 701,680 721,453

(7）その他 30,000 30,000 30,000

貸倒引当金 △77,900 △39,900 △77,900

(投資その他の資産
合計)

1,295,066 20.0 2,298,515 27.7 1,322,616 19.1

固定資産合計 1,571,159 24.3 2,509,214 30.2 1,570,358 22.7

資産合計 6,474,595 100.0 8,306,571 100.0 6,902,698 100.0
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前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ　流動負債

１．買掛金 476,104 1,207,933 624,018

２．未払金 ※１ 114,221 120,357 121,766

３．未払法人税等 105,927 111,775 337,486

４．前受金 573,674 1,194,110 361,287

５．賞与引当金 273,698 284,835 264,939

６．役員賞与引当金 － 1,350 －

７．その他 177,207 206,082 183,072

流動負債合計 1,720,835 26.6 3,126,445 37.6 1,892,570 27.5

Ⅱ　固定負債

１．退職給付引当金 862,634 891,003 888,792

２．役員退職慰労引当
金

47,848 － 52,648

３．その他 － 168,645 13,484

固定負債合計 910,483 14.0 1,059,649 12.8 954,925 13.8

負債合計 2,631,318 40.6 4,186,094 50.4 2,847,496 41.3
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前中間会計期間末
（平成17年９月30日）

当中間会計期間末
（平成18年９月30日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資本の部）

Ⅰ　資本金 1,302,591 20.1 － － 1,302,591 18.9

Ⅱ　資本剰余金

１．資本準備金 1,883,737 － 1,883,737

資本剰余金合計 1,883,737 29.1 － － 1,883,737 27.3

Ⅲ　利益剰余金

１．中間（当期）未処
分利益

637,857 － 839,123

利益剰余金合計 637,857 9.9 － － 839,123 12.1

Ⅳ　その他有価証券評価
差額金

21,102 0.3 － － 31,761 0.4

Ⅴ　自己株式 △2,012 △0.0 － － △2,012 △0.0

資本合計 3,843,276 59.4 － － 4,055,201 58.7

負債及び資本合計 6,474,595 100.0 － － 6,902,698 100.0

（純資産の部）

Ⅰ　株主資本

１．資本金 － － 1,302,591 15.7 － －

２．資本剰余金

(1）資本準備金 － 1,883,737 －

資本剰余金合計 － － 1,883,737 22.6 － －

３．利益剰余金

(1）その他利益剰余
金

繰越利益剰余金 － 905,617 －

利益剰余金合計 － － 905,617 10.9 － －

４．自己株式 － － △2,263 △0.0 － －

株主資本合計 － － 4,089,682 49.2 － －

Ⅱ　評価・換算差額等

１．その他有価証券評
価差額金

－ － 30,794 0.4 － －

評価・換算差額等合
計

－ － 30,794 0.4 － －

純資産合計 － － 4,120,476 49.6 － －

負債純資産合計 － － 8,306,571 100.0 － －
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(2）中間損益計算書

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 4,649,718 100.0 4,507,376 100.0 10,327,243 100.0

Ⅱ　売上原価 3,781,495 81.3 3,562,213 79.0 8,495,710 82.3

売上総利益 868,223 18.7 945,162 21.0 1,831,533 17.7

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

593,581 12.8 621,232 13.8 1,208,067 11.7

営業利益 274,641 5.9 323,930 7.2 623,466 6.0

Ⅳ　営業外収益 ※１ 5,569 0.1 5,181 0.1 12,065 0.1

Ⅴ　営業外費用 ※２ 2,471 0.0 1,496 0.0 3,622 0.0

経常利益 277,740 6.0 327,614 7.3 631,909 6.1

Ⅵ　特別利益 ※３ 744 0.0 － － 94 0.0

Ⅶ　特別損失 ※4,5 134,019 2.9 － － 134,111 1.3

税引前中間（当
期）純利益

144,464 3.1 327,614 7.3 497,891 4.8

法人税、住民税及
び事業税

94,105  100,205  325,237  

法人税等調整額 △27,646 66,459 1.4 42,731 142,936 3.2 △106,616 218,621 2.1

中間（当期）純利
益

78,004 1.7 184,677 4.1 279,270 2.7

前期繰越利益 559,852 － 559,852

中間（当期）未処
分利益

637,857 － 839,123
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(3）中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益剰
余金

平成18年３月31日　残高

（千円）
1,302,591 1,883,737 1,883,737 839,123 839,123 △2,012 4,023,440

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当（注）   － △104,184 △104,184  △104,184

役員賞与（注）   － △14,000 △14,000  △14,000

中間純利益   － 184,677 184,677  184,677

自己株式の取得   －  － △251 △251

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
  －  －  －

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
－ － － 66,493 66,493 △251 66,242

平成18年９月30日　残高

（千円）
1,302,591 1,883,737 1,883,737 905,617 905,617 △2,263 4,089,682

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差
額等合計

平成18年３月31日　残高

（千円）
31,761 31,761 4,055,201

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当（注）  － △104,184

役員賞与（注）  － △14,000

中間純利益  － 184,677

自己株式の取得  － △251

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
△967 △967 △967

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
△967 △967 65,275

平成18年９月30日　残高

（千円）
30,794 30,794 4,120,476

　（注）　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価方

法

(1）有価証券

子会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）

(1）有価証券

子会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）

(1）有価証券

子会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

(2）たな卸資産

商品

総平均法による原価法を採用

しております。

(2）たな卸資産

商品

同左

(2）たな卸資産

商品

同左

仕掛品

個別法による原価法を採用し

ております。

仕掛品

同左

仕掛品

同左

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産及び賃貸不動産

　定率法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

(1）有形固定資産及び賃貸不動産

同左

(1）有形固定資産及び賃貸不動産

同左

建物　　　　　　　３～22年

工具器具及び備品　４～15年

賃貸不動産　　　　　　47年

(2）無形固定資産

　市場販売目的のソフトウェアに

ついては、見込販売収益に基づく

償却額と残存有効期間（３年以

内）に基づく均等配分額とを比較

し、いずれか大きい額を償却する

方法を採用しております。

　自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によって

おります。

(2）無形固定資産

同左

(2）無形固定資産

同左

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　売掛金等債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(2）賞与引当金

　従業員賞与の支給に充てるため、

支給見込額のうち当中間会計期間

負担額を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員賞与の支給に充てるため、

支給見込額のうち当期期間対応額

を計上しております。

(3）　　　　　　－ (3）役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えて、当事

業年度における支給見込額の当中

間会計期間負担額を計上しており

ます。

（会計方針の変更）

　当中間会計期間より、「役員賞

与に関する会計基準」（企業会計

基準第４号　平成17年11月29日）

を適用しております。

　この変更による中間財務諸表に

与える影響は軽微であります。

(3）　　　　　　－

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上して

おります。

　過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法

により費用を減額処理しておりま

す。

　数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしてお

ります。

(4）退職給付引当金

同左

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。

　過去勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法

により費用を減額処理しておりま

す。

　数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしてお

ります。

(5）役員退職慰労引当金

　役員に対する退職慰労金の支給

に充てるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しております。

(5）役員退職慰労引当金

　役員に対する退職慰労金の支給

に充てるため、内規に基づく所要

額を計上しておりましたが平成18

年６月29日の定時株主総会の日を

もって役員退職慰労金制度を廃止

いたしました。

　なお、当該総会までの期間に対

応する役員退職慰労金相当額は、

固定負債の「その他」に計上して

おります。

(5）役員退職慰労引当金

　役員に対する退職慰労金の支給

に充てるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

５．その他中間財務諸表（財務

諸表）作成のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜き方式を採用しております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号　平成15年10月31日）

を適用しております。これにより税引

前中間純利益は129,330千円減少して

おります。

　なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表規則に基づき各

資産の金額から直接控除しております。

────── （固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号　平成15年10月31日）を

適用しております。これにより税引前

当期純利益は129,330千円減少してお

ります。

　なお、減損損失累計額については、

改正後の財務諸表規則に基づき各資産

の金額から直接控除しております。

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号　平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

　平成17年12月９日）を適用しており

ます。

　これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は4,120,476千円であります。

　なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。

──────

注記事項

（中間貸借対照表関係）

項目
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）
当中間会計期間末

（平成18年９月30日）
前事業年度末

（平成18年３月31日）

※１　消費税等の表示方法 仮受消費税等と仮払消費税等の中

間期末残高の相殺後の金額は、流動

負債の「未払金」に含めております。

仮受消費税等と仮払消費税等の中

間期末残高の相殺後の金額は、流動

資産の「その他」に含めております。

─────

※２　減価償却累計額

有形固定資産

投資その他の資産

137,184千円

11,029千円

144,982千円

11,396千円

140,200千円

11,217千円
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（中間損益計算書関係）

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１　営業外収益の主要項目

受取利息及び配当金

受取賃貸料

3,868千円

89千円

3,765千円

－ 

4,383千円

89千円

※２　営業外費用の主要項目

賃貸不動産減価償却
費

原状回復費

187千円

1,288千円

178千円

1,083千円

375千円

1,695千円

※３　特別利益の主要項目

投資有価証券売却益
94千円 － － 

※４　特別損失の主要項目

固定資産撤去費

減損損失

3,014千円

129,330千円

－ 

－ 

3,014千円

129,330千円

※５　減損損失 当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上しております。

場所 用途 種類

本社
売却予定資
産

工具器具
及び備品

当社は、事業用資産を継続的に収

支の把握を行っている管理会計上の

単位である事業部別にグルーピング

しております。

また、売却予定資産については、

個別物件をグルーピングの最小単位

として減損損失の兆候を判定してお

ります。

この結果、当中間会計期間におい

ては、評価額が下落している上記売

却予定資産（絵画）について、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として計上して

おります。

なお、売却予定資産についての回

収可能価額は、正味売却可能価額に

より測定しており、売買仲介業者等

の評価額に基づき算定しております。

───── 当事業年度において、当社は以下

の資産グループについて減損損失を

計上しております。

場所 用途 種類

本社
売却予定資
産

工具器具
及び備品

当社は、事業用資産を継続的に収

支の把握を行っている管理会計上の

単位である事業部別にグルーピング

しております。

また、売却予定資産については、

個別物件をグルーピングの最小単位

として減損損失の兆候を判定してお

ります。

この結果、当事業年度においては、

評価額が下落している上記売却予定

資産（絵画）について、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失として計上しておりま

す。

なお、売却予定資産についての回

収可能価額は、正味売却可能価額に

より測定しており、売買仲介業者等

の評価額に基づき算定しております。

　６　減価償却実施額

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

4,884千円

63,633千円

187千円

4,781千円

48,575千円

178千円

9,637千円

107,866千円

375千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

普通株式 5,742 900 － 6,642

合計 5,742 900 － 6,642

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加900株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
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（リース取引関係）

項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引

 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

（借手側）

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

工具器
具及び
備品

28,417 16,748 11,669

合計 28,417 16,748 11,669

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

工具器
具及び
備品

19,543 12,638 6,905

合計 19,543 12,638 6,905

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

期末残
高相当
額
(千円)

工具器
具及び
備品

19,543 10,318 9,224

合計 19,543 10,318 9,224

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等

未経過リース料中間期末残高相

当額

２．未経過リース料中間期末残高相

当額等

未経過リース料中間期末残高相

当額

２．未経過リース料期末残高相当額

等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 4,770千円

１年超 7,033千円

合計 11,803千円

１年内 4,174千円

１年超 2,858千円

合計 7,033千円

１年内 4,677千円

１年超 4,686千円

合計 9,363千円

上記の他、転リース取引に係る

未経過リース料中間期末残高相

当額は以下のとおりです。

１年内 163,60

7

千円

１年超 645,71

4

千円

合計
809,32

1
千円

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

３．支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 3,664千円

減価償却費相当額 3,555千円

支払利息相当額 106千円

支払リース料 2,395千円

減価償却費相当額 2,319千円

支払利息相当額 65千円

支払リース料 4,790千円

減価償却費相当額 4,638千円

支払利息相当額 183千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

同左 同左

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては利息法によっておりま

す。

同左 同左

（減損損失について） （減損損失について） （減損損失について）

リース資産に配分された減損損失

はありません。

同左 同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

―――――― （貸手側） ――――――

未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 151,79

4

千円

１年超 664,19

3

千円

合計
815,98

7
千円

上記はすべて転リース取引に係

る未経過リース料中間期末残高

相当額です。
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（有価証券関係）

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式で時価のあるものはありません。

（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 147円56銭

１株当たり中間純利益 2円99銭

１株当たり純資産額 158円20銭

１株当たり中間純利益 7円09銭

１株当たり純資産額 155円16銭

１株当たり当期純利益 10円18銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

同左 　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 78,004 184,677 279,270

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 14,000

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (14,000)

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円）
78,004 184,677 265,270

期中平均株式数（千株） 26,046 26,045 26,046

（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

該当事項はありません。 同左 同左

(3）その他

該当事項はありません。
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